
規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）

番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

保安林の指定目的や指定状況を再精査する手法を整
理し、その手法を踏まえ、適切に対応する。

平成23年度
中手法整理、
平成24年度
以降順次実
施

農林水産
省

保安林の指定状況等について、森林計画担当部局や都道府県
等と意見交換を行いつつ、地域森林計画及び国有林の地域別の
森林計画の樹立時に、再精査する手法を検討し、その手法を定
めた「地域森林計画等に基づく計画的な保安林の指定、解除等
について」（平成24年３月30日付け23林整治第2925号林野庁長
官通知）を各都道府県及び各森林管理局宛に発出した。
さらに、都道府県等実務担当者会議（平成24年５月16日）等を通
じて、上記通知の具体の運用について、都道府県等へ周知を
図った。
また、平成24年度以降、５年間で全ての森林計画区(158計画区)
で行われる地域森林計画等の樹立に併せて、順次再精査を実施
する。平成24年度においては、地域森林計画樹立予定計画区
（32計画区）を主体に再精査を実施予定である。

○

再生可能エネルギーの重要性に鑑み、全量固定価格
買取制度に係る法案が成立し、特定規模電気事業者
に再生可能エネルギーの調達義務が課された場合に
は、保安林の持つ水源涵養や災害防止等の機能にも
十分配慮した審査を行うことを前提に、急傾斜地で特
に崩壊しやすい箇所等を除くという原則に従い、地域
で推進すべき位置付けにある事業を「公益上の理由」
による解除として取り扱う。

法制化後、措
置

農林水産
省

平成24年７月１日の「電気事業者による再生可能エネルギー電気
の調達に関する特別措置法」（平成23年法律第108号）の施行に
あわせ、特定規模電気事業者が電気工作物の設置をするために
保安林の解除を行う場合を「公益上の理由」として位置付ける旨
等を定めた「特定規模電気事業者に係る保安林の解除の取扱い
について」（平成24年６月29日付け24林整治第589号林野庁治山
課長通知）を各都道府県及び各森林管理局宛に発出した。

○

⑩

発電水利権許可手続の
合理化

河川区域内において小水力発電施設を設置する場合
について、工作物の新築等の許可に係る審査基準の
うち、主に構造上の基準について検討する。

平成23年度
中検討開始、
早期に結論

国土交通
省

平成24年３月に小水力発電施設に係る構造基準の原案を作成済
み。平成24年6月に関係機関、団体等とのワーキングループを設
置、得られた意見を踏まえ、平成24年度目途で成案を得る。 △

○引き続き検討の行方をフォローする必要
がある。

⑯

動脈物流を活用した食品
リサイクルの促進

食品リサイクル法について、再生利用事業計画（リサ
イクルループ）の活用が促進されるよう検討を行う。

平成24年度
中検討開始、
平成25年度
中結論

農林水産
省、環境
省

（農林水産省、環境省）
平成19年12月に施行された改正食品リサイクル法附則第７条に
おいて、「政府は、この法律の施行後５年を経過した場合におい
て、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新
法の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置
を講ずるものとする。」と規定されている。
このため、平成24年12月に改正法施行から５年経過することか
ら、本件については、平成24年度中に検討を開始することとして
いる。

△

○平成24年度の検討開始後、議論の行方
をフォローする必要がある。

△

・どのような論点が挙がっているの
か等の内容を含め検討の過程とと
もに、いつ検討を終えたいと考えて
いるかスケジュールを示し、できる
限り早期に結論を得るべき。

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

④

⑱

積替え保管の許可基準
の明確化

実施状況
進んだ取組・
残された課題

評価

１．グリーンイノベーション分野

○結論を得る時期が決まっていない。

問題意識 指摘事項

保安林における許可要
件・基準の見直し

小型車両から大型車両等へ輸送手段を変更する作業
で、封入する産業廃棄物の種類に応じて当該産業廃
棄物が飛散若しくは流出するおそれのない水密性及
び耐久性等を確保した密閉型のコンテナを用いた輸
送、又は産業廃棄物を当該産業廃棄物が飛散若しく
は流出するおそれのない容器に密封し、当該容器をコ
ンテナに封入したまま行う輸送において、当該作業の
過程でコンテナが滞留しない場合について、生活環境
保全上支障がない作業場所の要件設定等の検討を
行い、当該場所における輸送手段の変更作業につい
ては、積替え又は保管とみなさないことについて検討
を行う。

平成23年度
中検討開始、
結論を得次第
措置

環境省 実際に許可事務を担う自治体（東日本大震災による被災自治体
を含む。）との十分な調整を行いつつ検討を進めているところであ
り、今後、その結論に沿って措置する予定。

29 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

⑲

一般廃棄物処理業の許
可の更新期間延長

一般廃棄物処理業の更新期間の在り方について、市
町村や一般廃棄物処理業者の意見等を踏まえ、必要
に応じて検討を行う。

平成23年度
開始

環境省 地方自治体、一般廃棄物処理業者等と調整を行いながら進めて
いるところであり、今後、意見聴取を行い、必要な検討を行う予
定。

△

○結論を得る時期が決まっていない。 ・どのような論点が挙がっているの
か等の内容を含め検討の過程とと
もに、いつ検討を終えたいと考えて
いるかスケジュールを示し、できる
限り早期に検討し、結論を得るべ
き。

⑳

産業廃棄物処理業者の
変更届出規制の合理化

許可の有効期間が通常よりも長期に認められる優良
な産業廃棄物処理業者について、５％以上株主に係
る変更届出の在り方を見直す。

平成23年度
中検討開始、
結論を得次第
措置

環境省 実際に許可事務を担う自治体（東日本大震災による被災自治体
を含む。）との十分な調整を行いつつ検討を進めているところであ
り、今後、その結論に沿って措置する予定。

△

○結論を得る時期が決まっていない。 ・どのような論点が挙がっているの
か等の内容を含め検討の過程とと
もに、いつ検討を終えたいと考えて
いるかスケジュールを示し、できる
限り早期に見直すべき。

㉑

微量ＰＣＢ汚染廃電気機
器等の処理促進の在り方
等の見直し

廃棄物処理法に基づく無害化処理認定制度の対象に
追加され、絶縁油や焼却炉に投入可能な小型の機器
等の処理が始まった微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の
処理については、確実かつ適正な処理促進の在り方
等を検討する。

平成23年度
中検討開始、
結論を得次第
措置

環境省 今後のＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進策を検討するため、平成
23年10月に「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討委員会」を
設置したところ。当該検討委員会において、微量ＰＣＢ汚染廃電
気機器等の確実かつ適正な処理促進の在り方等についても議論
している。

△

○結論を得る時期が決まっていない。 ・どのような論点が挙がっているの
か等の内容を含め検討の過程とと
もに、いつ検討を終えたいと考えて
いるかスケジュールを示し、できる
限り早期に検討し、結論を得るべ
き。

㉒

自然的原因による汚染土
壌の取扱いの見直し

（自然的原因による汚染土壌については、地方公共団
体や事業者等の意見を聞きながら、人為由来の汚染
土壌と区別して負担軽減措置を講じる。）
また、負担軽減措置の内容について、効果検証を行う
とともに、継続的な見直しを図る。

平成23年度
以降逐次実
施

環境省 平成23年７月８日に施行した土壌汚染対策法施行規則の内容に
ついて、円滑かつ適切に施行されているかを把握するため、平成
23年12月から、地方公共団体や事業者を対象にアンケート及びヒ
アリング調査を実施し、平成24年3月に調査結果をとりまとめた。
自然由来特例区域に指定された事例等の調査、地方公共団体や
事業者を対象にしたアンケート及びヒアリング調査の結果を踏ま
え、自然由来特例区域における負担軽減措置を有効に活用して
もらうための手引き書を作成しているところであり、平成24年度中
に公表する予定である。

△

○自然由来特例区域における負担軽減措
置を有効に活用してもらうための手引書の
作成、及び平成24年度中の公表を着実に
実施されたい。

・平成23年12月から実施した自然
由来特例区域に指定された事例等
の調査、地方公共団体や事業者を
対象にしたアンケート及びヒアリン
グ調査の結果を踏まえ、自然由来
特例区域における負担軽減措置を
有効に活用してもらうための手引書
を作成し、できる限り早期に公表す
べき。

30 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

②

救急救命士のニーズの把
握

救急救命士の就職先に関する情報を養成所から志願
者に周知するよう指導するとともに、医療機関におい
て救急救命士の採用希望の有無を調査する。

平成24年度
措置

厚生労働
省

養成所に対する指導については、平成24年度中に通知を発出す
る予定。医療機関の調査については、厚生労働科学研究費補助
金で行う調査の内容を検討しており、平成24年度中に実施する予
定。 △

○養成所の指導や医療機関の調査の内容
及びその結果についてフォローする必要が
ある。

基準病床の見直しについては、厚生労働省としての考え方を全
国知事会に示しており、全国知事会と適宜調整の上、平成24年
度中を目途に結論。

△

○結論を得る時期が決まっていない。

・全国知事会とも調整の上、制度の
弾力的な運用についてできる限り早
期に結論を得るべき。

△

・検討し、できる限り早期に結論を
得るべき。

③

我が国の病床数や医師数の状況を踏まえ、二次医療
圏内の市町村長の同意の下、病床数の削減が達成で
きた場合には、病床数過剰な他の二次医療圏での増
床も認めることも含め、地域医療計画について、地域
の実情に応じて都道府県の主体的判断が発揮できる
よう、制度の弾力的な運用を検討する。

平成23年度
検討

①

厚生労働
省

地域医療計画における基
準病床等の見直し

平成23年度
検討

２．ライフイノベーション分野

厚生労働
省

高額療養費制度の見直し （かかった疾病の種類にかかわらず、長期にわたる慢
性期の療養の際の負担をより軽減できる制度となるよ
う、高額療養費制度における外来診療の現物給付化
を行う。）
更なる負担軽減策については、社会保障・税一体改
革成案（平成23年６月30日政府・与党社会保障改革
検討本部決定）を踏まえ、検討する。

平成24年２月17日に閣議決定された社会保障・税一体改革大綱
では、以下のとおりとしている。
○高額療養費については、制度の持続可能性の観点から、高額
療養費を保険者が共同で支え合う仕組みや給付の重点化を通じ
て、高額療養費の改善に必要な財源と方策を検討する必要があ
る。
○他方、こうした抜本的な見直しまでの間も、高額な医療費の負
担を少しでも改善することが必要である。このため、平成24年４月
からの外来現物給付化に引き続き、まずは年間での負担上限等
を設けることについて、所要の財源を確保した上で、導入すること
を目指す。その際、年収300万円以下程度の所得が低い方に特
に配慮する。

31 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

① 安全性を確保する具体的な要件の設定を前提に、
第三類医薬品以外の薬局・薬店による郵便等販売、
及びその他の工夫も含め、当面の合理的な規制の在
り方について検討し、可能な限り、早期に結論を得る。

平成23年度
検討開始

安全性を確保する具体的な要件を検討するため、薬剤師等の情
報提供や郵便等販売の状況等を調査しているところ。
その結果等を踏まえて、当面の合理的な規制の在り方について、
引き続き検討を行う。

△

② なお、医薬品の販売・流通規制の在り方について
は、今後の環境変化に対応し、断続的に検討・見直し
を行う。

逐次実施 医薬品の販売、流通規制の在り方については、今後の環境変化
に応じて検討、見直しを逐次実施する予定。

△

③ 第一類から第三類のリスク区分についても、不断
の見直しを行う。

逐次実施 平成22年度より、薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会
において、生薬製剤、漢方製剤等についてのリスク区分の見直し
を開始した。
生薬製剤については、量的制限のある成分も含めた123生薬成
分について第二類医薬品から第三類医薬品に変更すること等の
薬事・食品衛生審議会の答申を受けて、平成23年９月30日にリス
ク区分を見直す告示を行った。同告示は、平成24年４月１日から
施行されている。
漢方製剤については、既に告示されている233処方と新たに基準
が策定された30処方について見直しを行い、薬事・食品衛生審議
会で、引き続き全ての漢方製剤を第二類医薬品とすることとされ
た。新たに基準が策定された30処方について、平成23年12月26
日に告示を行い、同告示は平成24年６月26日に施行されている。
なお、化学合成医薬品のリスク区分の見直しについては、薬事・
食品衛生審議会医薬品等安全対策部会での検討に向けて、平
成24年度から、事前整理を開始した。

△

④ 一般用医薬品を安全・安心・円滑に供給する観点
から、薬剤師等の合理的かつ適切な対面販売の実施
状況、円滑供給への寄与度等について検証する。

平成23年度
検討開始

平成23年度においても、「一般用医薬品販売制度定着状況調査」
事業により、薬局・店舗販売業での薬剤師等の対面販売の状況
について調査を実施し、平成24年度も実施する予定。
また、厚生労働科学研究事業で、平成23年度より、一般用医薬品
の供給状況に関する調査研究を開始したところ。平成24年度以
降も引き続き調査研究を行う予定。 △

⑤ 経過措置期間中の副作用発生状況等を検証し、上
記②の断続的な検討・見直しの内容に反映する。

平成23年度
以降検討開
始

平成22年７月29日から平成23年11月30日の期間に、企業又は医
療関係者から報告があった副作用について、流通経路別の報告
状況を整理し、平成24年３月23日開催の薬事・食品衛生審議会
医薬品等安全対策部会で報告したが、流通経路毎の販売数がわ
からないこと、経路不明の報告が多かったことなどから、評価が
困難であった。
また、企業や業界団体の協力を得ながら、流通経路別の副作用
発生率や情報提供の実施状況等についても調査ができないか、
平成24年度以降検討する予定。

△

（早期結論に向けた工程表の作成）
・一般用医薬品の販売方法につい
て、第三類医薬品以外の一般用医
薬品の郵便等販売に関する合理的
な規制の在り方の検討、薬剤師等
の合理的かつ適切な対面販売の実
施状況・円滑供給への寄与度等の
検証、経過措置期間中の副作用発
生状況等の検証を行うに当たって、
計画的かつ早期に結論を得るため
の工程表を作成し、公表する。
＜平成24 年度検討・措置＞

（適切な調査の実施）
・経過措置期間中の副作用発生状
況等について、薬剤師等からの情
報提供との関連性、販売経路起因
性等の様々な観点から詳細な分析
を行い、副作用を含めた安全性と販
売方法の関連性を明らかにするた
めの調査を実施する。これらの調査
結果に基づき、一般用医薬品の販
売規制の見直しに反映させるため、
利用者の
安全性を確保するための要件を整
理し、結果を公表する。
＜平成24 年度措置＞

（郵便等販売の経過措置終了後の
代替措置）
・経過措置による郵便等販売を利用
している継続購入者及び離島居住
者について、経過措置終了後の対
応の在り方を検討し、必要な措置を
講じる。
＜平成25 年５月末までに措置＞

（偽造医薬品の流通防止体制の強
化）
・偽造医薬品の流通防止に向けて、
販売方法ごとの特性を踏まえた規
制の在り方について検討を行い、そ
の結果を踏まえて適切な監視体制・
罰則を検討する。
＜平成25 年度できる限り早期に結
論＞

（以上は厚生労働省と合意。）

厚生労働
省

＜販売方法に応じた合理的な規制・制度の
確立＞
○一般用医薬品の販売について、対面販
売が安全性を担保できる唯一無二の販売
方法ではないことは明らかであり、インター
ネットや電話を通じた一般用医薬品の販売
を一律に禁止する合理的な理由は存在しな
い。画一的に緩和・禁止を議論するのでは
なく、それぞれの販売方法の特性に応じた
規制・制度の確立を目指すべきである。特
にインターネットを通じた販売については、
対面販売との比較において、購入履歴を残
しやすいといった利点もあることから、そうし
た利点を活用しつつ、本人確認を確実に実
施するために利用者を登録制とすること等
の方策が考えられるところであり、どうすれ
ばインターネットを通じた販売における安全
性を確保できるのか、という視点から検討を
行うべきである。
＜議論の長期化＞
○継続購入者及び離島居住者を対象とした
経過措置が設けられており、平成25 年５月
まで２年間延長されたところだが、新たに継
続購入者は発生しないため、時間の経過と
ともに対象者は減尐している。つまり、議論
に時間を費やしている間に、議論とは関係
なく、徐々に国民の利便性が損なわれてい
るのが現状であり、経過措置の再延長は許
されない。一般用医薬品の販売制度につい
て、安全性と利便性を両立できる制度を早
急に確立すべきである。
＜適切な調査の実施＞
○販売経路と副作用発生の因果関係を正し
く評価するためには、副作用の個々の事例
について、「副作用の原因が本当に一般用
医薬品なのか」「薬剤師等による情報提供
が適切に行われた上で発生した副作用なの
か」「販売経路に起因して発生した副作用な
のか」「販売方法が異なれば防ぎ得たのか」
等の観点から掘り下げた分析を行うことが
必要である。
しかし、現行制度の導入以降、そうした調査
が行われないままに、インターネット等を通
じた第三類医薬品以外の一般用医薬品の
販売規制が行われている。つまり、規制に
ついての合理性・妥当性の説明責任が果た
されていないのが現状であると言わざるを
得ない。合理的な規制の在り方を検討する
ためには、合理的な根拠が不可欠であるた
め、閣議決定の趣旨を踏まえ、可及的速や
かに実効性のある調査を実施すべきであ
る。また、高齢化に伴って外出困難者の増
加等が見込まれる一方で、セルフメディケー
ションの重要性は増している。経過措置対
象者に限定することなく、そうした潜在的な
ニーズが存在することも踏まえた調査を実
施すべきである。

・詳細については、「規制・制度改革委員会
報告書（フォローアップ調査結果等）」（平成
２４年６月２９日規制・制度改革委員会）別
紙２を参照のこと。

④

一般用医薬品のインター
ネット等販売規制の見直
し

32 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

⑤

地域における包括的サー
ビスにおける事業者間連
携の柔軟化

法人格を持たない民法上の組合や有限責任事業組合
による事業の実施については、地域主権戦略大綱（平
成22年６月22日閣議決定）に基づき、今国会で成立し
た「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等
の一部を改正する法律」において、申請者の法人格の
有無に関する基準が「従うべき基準」とされたところで
あり、本法の施行状況について検証する。

平成23年度
以降検討

厚生労働
省

平成24年２月23日に開催された「全国介護保険・高齢者保健福
祉担当課長会議」において、左記検証のため、都道府県等が条
例を定める際、どのような意見が寄せられたかの調査を実施する
予定である旨、周知した。

都道府県等は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成23年法律
第37号）附則第６条第２項に定められた経過措置の期限である平
成25年４月１日までに条例を定めることになっているので、その制
定状況について検証を行う。

△

○調査・検証の実施状況についてフォロー
する必要がある。

・調査・検証が条例実施期限（平成
25年４月１日）前後までかかるた
め、それまでの間、期限前から制定
された条例もしくは条例案について
は随時検証を開始すべき。

⑥

ショートステイに係る基準
の見直し

単独型のショートステイ（短期入所生活介護、短期入
所療養介護）については、「地域の自主性及び自立性
を高めるための改革の推進を図るための関係法律の
整備に関する法律（平成23年法律第37号）」におい
て、利用定員数は「標準」とされ、人員配置基準は「従
うべき基準」とされたところであり、その施行状況につ
いて検証する。

平成23年度
以降検討

厚生労働
省

平成24年２月23日に開催された「全国介護保険・高齢者保健福
祉担当課長会議」において、左記検証のため、都道府県等が条
例を定める際、どのような意見が寄せられたかの調査を実施する
予定である旨、周知した。

都道府県等は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成23年法律
第37号）附則第６条第２項に定められた経過措置の期限である平
成25年４月１日までに条例を定めることになっているので、その制
定状況について検証を行う。

△

○調査・検証の実施状況についてフォロー
する必要がある。

・調査・検証が条例実施期限（平成
25年４月１日）前後までかかるた
め、それまでの間、期限前から制定
された条例もしくは条例案について
は随時検証を開始すべき。

⑧

ホテルコスト・補足給付の
適正化

社会保障審議会介護保険部会において、補足給付に
ついて、入所前の世帯の所得状況を勘案するととも
に、ホテルコストについて介護保険施設の多床室にお
いても適正額を徴収すべきであるとの意見が出された
こと等を踏まえ、補足給付やホテルコストの将来的な
在り方について社会保障と税の一体改革の議論と併
せて検討する。

平成23年度
以降検討

厚生労働
省

平成23年10月以降に開催された社会保障審議会介護保険部会
において、社会保障と税の一体改革における介護分野の制度見
直しに関する議論として、多床室の給付範囲の在り方や補足給
付における資産等の勘案について検討が行われ、多床室につい
ては室料の負担を求めるのは避けるべきとの意見が多く見られた
ところであり、また、補足給付については、具体的な仕組みづくり
に向けた実質的な検討を早急に開始すべきとされたところ。

△

○結論を得る時期が決まっていない。 ・ホテルコストについては引き続き
検討すべき。
・捕足給付について、具体的な仕組
みづくりに向けた実質的な検討に関
し、スケジュールを明らかにし、早急
に開始すべき。

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」等に基づき、幼保一
体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシ
ステムの構築について検討を行うため「子ども・子育て新システム
検討会議」が設置され、「子ども・子育て新システムの基本制度案
要綱」が平成22年６月29日に少子化対策会議において決定され
た。
その後、平成22年９月に「子ども・子育て新システム検討会議作
業グループ（副大臣・政務官級会合）」の下に,基本制度ワーキン
グチーム
、幼保一体化ワーキングチーム、こども指針（仮称）ワーキング
チームの３つのWTを立ち上げ、基本制度案要綱に基づき、有識
者、保育所・幼稚園関係者、地方公共団体、事業主代表、労働者
代表、子育て当事者などの関係者の参画を得て、内閣府を中心
とした関係府省が連携し、具体の検討を進めてきた。
平成24年３月少子化社会対策会議において、「子ども・子育て新
システムに関する基本制度」等が決定された。本件については、
同基本制度の中で、会計基準については、「個人給付となるこど
も園給付（仮称）の創設に伴い、事業者の法人種別に応じた会計
処理方式とする。その際、複数事業部門を有する事業者の場合、
こども園給付（仮称）の資金の流れが分かるよう、部門ごとの会計
状況が明確になるような仕組みを設ける。」ことが明記されたとこ
ろ。
平成24年３月、これらを盛り込んだ子ども・子育て支援法案、総合
こども園法案、並びに子ども・子育て支援法及び総合こども園法
の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案を閣議決定し、
今国会に提出された。その後、同３法案については、衆議院での
審議過程において修正等を受け、６月２６日の衆議院本会議にお
いて可決された。今後、参議院において引き続き審議がなされる
こととなる。

○引き続きフォローする必要がある。社会福祉法人以外の保
育所運営事業者の会計
報告手続の簡素化

保育所運営事業者の会計については、イコールフッ
ティングによる株式会社・ＮＰＯ等の多様な主体の参
入促進の観点から、会計基準を法人類型ごとの会計
ルールに従わせ、一層の簡素化を進める方向で検討
し、結論を得た上で実施する。

子ども・子育
て新システム
実施時を目途
に措置

厚生労働
省

⑨ △

33 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

厚生労働
省

平成23年度
検討・結論

△

東日本大震災の被災地の状況を踏まえ、岩手県、宮城県及び福
島県について、特例措置の延長を行った。（H24.9.30までの時限
措置）
今後、当該措置の実施状況を踏まえて検討する。

厚生労働
省

本件については、同中間とりまとめの中で、「運営費の使途範囲
について、こども園給付（仮称）等を提供するための費用とするこ
とを基本としつつ、多様な主体の経営努力により柔軟な経営を可
能とする観点から、他会計への費用の繰入を認めること」につい
て、今後更に検討を行うことが明記されたところ。
なお、この「中間とりまとめ」を受け、少子化社会対策会議におい
て、費用負担の在り方など、残された検討課題について今後も検
討を行い、平成23年度中に必要な法制上の措置を講じることとさ
れている税制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に
提出することが決定された。（平成23年７月29日少子化社会対策
会議決定）
その後、平成24年３月少子化社会対策会議において、「子ども・
子育て新システムに関する基本制度」等が決定された。同決定の
中では、こども園について、「繰入れや剰余金の配当に関する法
的な規制は行わない」こととされた。
平成24年３月、これらを盛り込んだ子ども・子育て支援法案、総合
こども園法案、並びに子ども・子育て支援法及び総合こども園法
の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案を閣議決定し、
今国会に提出された。その後、同３法案については、衆議院での
審議過程において修正等を受け、６月２６日の衆議院本会議にお
いて可決された。今後、参議院において引き続き審議がなされる
こととなる。

⑫

△

（特例措置の実態調査の実施）
・各自治体における特例措置の申
請状況・結果及び実施状況等につ
いて、調査を行い、結果を公表す
る。
＜平成24年度措置＞
（全国の人員基準の見直し）
・特例措置の実施状況等を踏まえ、
安全なサービスの安定的な提供に
配慮しつつ、必要な人員配置基準
について検討を行い、結論を得る。
＜平成24年度検討・結論＞
（以上は厚生労働省と合意。）

保育所運営費の使途制
限の見直し

○引き続きフォローする必要がある。

病院、診療所、一定以上の人員を有する訪問看護ス
テーションと適切に連携を図ることで24時間対応を可
能とするなど、サービスの安定的な提供及び安全性
の確保に配慮しつつ、一定の要件の下で指定訪問看
護事業所の人員基準の見直し（１人又は２人）につい
て検討し、結論を得る。
なお、東日本大震災の被災地においては、指定訪問
看護事業所の人員基準を満たさない事業所に対し、
市町村の判断で保険給付を行う措置を特例的に認め
たところであり、人員基準の見直しに当たっては、当該
措置の実施状況も踏まえて検討する。

訪問看護ステーションの
開業要件の見直し

⑩

＜１人開業の申請却下に関する詳細な調査
の必要性＞
○特例措置で申請が受理された事業所は２
事例のみである（平成24年４月末日現在）。
一方、１人開業の申請はこれまでに複数件
あったが、既存の事業所で足りているとの
理由で自治体が却下している。本当に物理
的に人数が足りているからなのか、申請し
た事業所の安全性が問題だったのか、詳細
な理由を厚生労働省は把握しておらず、詳
細な調査を行うべきである。
＜全国の人員基準の見直しに向けての検
証開始＞
○特例措置の検証については、事例数が
少ない＝１人開業の訪問看護サービスの
ニーズがない、という視点ではなく、どのよう
な仕組みがあれば、１人でも安心・安全な訪
問看護サービスが提供できるか、という視
点が必要である。
１人開業の一般制度化を視野に入れた、よ
り幅広な視点で調査を行うべきである。そも
そも、１人開業の一般制度化を検討するの
であれば、東日本大震災の被災地ではない
地域でも検証し検討すべきであり、全国展
開を視野に入れた制度そのものの見直しに
ついて検討いただきたい。

報告書（フォローアップ調査結果等）」（平成
２４年６月２９日規制・制度改革委員会）別
紙２を参照のこと。

保育所運営費の使途範囲の具体的な在り方について
は、事業者に自由度を持たせ、一定の経済的基礎の
確保等を条件に、他事業への活用を可能とすることな
どを検討し、結論を得た上で実施する。

子ども・子育
て新システム
実施時を目途
に措置

34 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

⑬

医薬品及び医療機器の
審査手続の見直し

医薬品及び医療機器の審査手続の一層の明確化、透
明化を図る。同時に、医薬品及び医療機器の開発、承
認の在り方全体を検証し、必要に応じた見直しを行
う。

平成23年度
検討・結論、
平成23年度
以降順次措
置

厚生労働
省

医薬品及び医療機器の審査手続の一層の明確化を図るため、平
成23年７月には腎性貧血治療薬の臨床評価方法に関するガイド
ラインを発出し、平成23年12月には、睡眠薬の臨床評価方法に関
するガイドラインを発出するなど審査手順に関する詳細なガイドラ
インを作成しているところ。
また、従来より、社会的に極めて関心の高い品目については、審
査手順のガイドラインに関するパブリックコメントを実施するなど、
医薬品及び医療機器の審査手続の一層の透明化を図るために
必要な取組を進めているところ。
さらに、平成24年度予算において、技術の進歩に対応する薬事
承認審査・安全対策の向上に必要な経費を計上。平成２４年６月
現在、２１の大学等研究機関を選定し、革新的な技術の進歩に対
応した人材の育成・ガイドラインの早期作成を進めているところ。
医療機器については、新医療機器使用要件等基準策定費に基づ
き、基準作成準備中。医療機器薬事申請・治験計画作成者養成
プログラム作成モデル事業費に基づき、研修プログラムの作成及
び研修の実施に向け準備中。

△

規制・制度改革に係る対処方針（平成２２年
６月１８日閣議決定）２．ライフイノベーション
分野③のフォローアップ参照

規制・制度改革に係る対処方針（平
成２２年６月１８日閣議決定）２．ライ
フイノベーション分野③のフォロー
アップ参照

①

認定農業者制度の見直し ＰＤＣＡサイクルの徹底、認定基準の見直し、農地等
の集積に向けた取組の強化といった具体策につい
て、早急に検討を行い、意欲のある農家にとってより
有益な制度となるよう制度の見直しを行う。

平成23年度
中措置

農林水産
省

認定農業者制度については、①人・農地プランにおいて地域の中
心となる経営体として位置づけられた者を認定農業者として認定
していく、②新たな農業経営指標を用いて毎年経営改善計画の
自己チェックを行い、認定期間の中間年（３年目）と最終年（５年
目）には市町村へ結果を提出し、必要な助言等を受ける、といっ
た見直しを内容とする「農業経営基盤強化促進法の基本要綱（平
成24年５月31日付け24経営第564号経営局長通知）」を発出した
ところ。

△

○農林水産省は「○」を主張している。
○今回の認定農業者制度の見直しが、認
定農業者への農地集積の促進等、意欲あ
る農家にとってより有益なものになっている
のかについて運用状況及びその結果をフォ
ローする必要がある。

③

国家貿易制度の見直し 麦・乳製品の国家貿易について、ＳＢＳ方式（売買同
時契約方式）の導入を拡大する。

麦については
平成23年度
に「食と農林
漁業の再生
実現会議」等
の議論の状
況に応じ検討
を開始し、そ
の後、速やか
に結論。乳製
品については
平成23年中
措置。

農林水産
省

〈麦〉
麦については、「食料・農業・農村基本計画」（平成22年３月30日
閣議決定）及び「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方
針・行動計画」（平成23年10月25日食と農林漁業の再生推進本部
決定）に基づき、平成24年３月30日に「食品産業の将来ビジョン」
が策定されたことを踏まえ、検討を開始し、平成24年度中を目途
に結論を得る予定である。
〈乳製品〉
乳製品の国家貿易については、これまで原則としてＳＢＳ方式を
導入していなかった、バター又は脱脂粉乳について、これらの品
目の価格が著しく騰貴し、又は騰貴するおそれがあると認められ
る場合に輸入を行う際にはＳＢＳ方式の導入を図ることとした。こ
のため、乳製品の国家貿易を担う独立行政法人農畜産業振興機
構宛てに本件ＳＢＳ方式導入拡大についての「加工原料乳生産
者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第112号）第13条第１項及
び第16条第２項の規定に基づく指定乳製品等の輸入及び売渡し
の業務の実施に係る要請について」（平成23年12月22日付け農
林水産省生産局長通知）を発出した。
これに従い、平成24年２月16日に（独）農畜産業振興機構が24年
度の乳製品の国家貿易として2,000tのSBS方式によるバターの輸
入・売渡入札を実施した。

△

○農林水産省においては、平成24年度中を
目途に結論を得る予定とのことであるが、対
象品目等の見直しを通じ、速やかにSBS方
式（売買同時契約方式）の導入を拡大すべ
き。

・麦の国家貿易について、できる限
り早期にＳＢＳ方式（売買同時契約
方式）の導入を拡大すべき。
・今年度中を目途に結論を得る予定
とのことであるが、その検討過程に
ついては、定期的に検討状況を明
らかにすべき。

④

農業用施設用地の大規
模野菜生産施設等建築
による農地転用基準の見
直し

ビニールハウス内の土地にコンクリートがある場合で
も、その土地が全体としてみれば農地法上の「農地」と
扱うことができるかを含め、現場の実態を踏まえ、農
地の保全を行うという考えの下、農地扱いに関する基
準の明確化等を検討し、結論を得る。

平成23年度
中検討開始、
平成24年度
中に結論

農林水産
省

実際の園芸用施設の設置工事におけるコンクリート打設工法等
について、現場の実態を把握するため、関係団体等から情報収
集を行っている。今後、更に情報収集に努め、平成24年度中に結
論を得る予定である。 △

○引き続き検討の行方をフォローする必要
がある。

３．農林・地域活性化分野

35 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

⑦

有害鳥獣捕獲の促進 業として有害鳥獣捕獲を行う者を育成する制度（国の
認定資格を設けるとともに、当該者に対して捕獲の支
援をし、地域をこえた活動を促進する等）を整備する。

平成23年度
検討開始、で
きる限り早期
に措置

環境省 平成23年12月から、業として有害鳥獣捕獲を行う者を育成する制
度について、文献調査やヒアリングによる事例収集等により検討
中。今後、制度の整備へ向けたより具体的な課題の抽出・整理を
行うとともに、平成24年度中に中央環境審議会（鳥獣保護管理小
委員会）での検討を開始する予定。

△

○結論を得る時期が決まっていない。
○すみやかに結論を得る時期を含めたスケ
ジュールを示すとともに中央環境審議会で
の検討を開始すべき。

・できる限り早期に制度を整備すべ
き。

③農林水産省と経済産業省は、両制度の対象となる
業種について事例集を作成し、事業者や地域金融機
関への周知徹底を図る。また、信用保証協会と基金協
会は同一地域に存在する両協会間での連絡体制を構
築し、一方の制度で対象とならない場合は、相互の協
会に紹介を行う。さらに、農林水産物の生産・加工・販
売を一気通貫で行う事業者に対しては、金融機関と両
協会が連携の上、事業者の負担軽減の観点を踏まえ
た事務手続等の簡素化を図りつつ、生産部分は基金
協会、加工・販売部分は信用保証協会と分担する等、
円滑な保証引受けのための体制を構築する。

平成23年度
着手、できる
限り早期に措
置

農林水産
省、経済
産業省

（農林水産省、経済産業省）
③上述のとおり実施した実態調査による事例の収集等、他業態
から農業に参入した事例を含めて、両制度の対象業種を明確に
した事例集を7月中に作成する予定であり、同事例集を活用して
利用者の利便性が損なわれないように事業者や金融機関等に周
知徹底を図っていく。
さらに、農林水産物の生産・加工・販売を一気通貫で行う事業者
の負担軽減等が図られるよう、基金協会と保証協会間での連携
強化を改めて周知徹底する文書を、同事例集作成後直ちに主務
省から発出し、一層の連携を図り利用者の利便性確保に向けた
円滑な保証引受のための体制を構築する。

△

○結論を得る時期が決まっていない。
○すみやかに結論を得る時期を含めたスケ
ジュールを示すべき。

・できる限り早期に措置するべき。

④農林水産省が基金協会の保証料率の見直し等の
検討を行うに当たり、経済産業省は、中小保険の制度
設計に関する情報提供を行う。

平成23年度
検討開始、平
成24年度中
に結論

農林水産
省、経済
産業省

（農林水産省）
④農林水産省は基金協会の保証料率の見直し等について、経済
産業省から中小企業ＣＲＤの制度設計に関する情報提供を得つ
つ、保険機関でもある独立行政法人農林漁業信用基金の次期中
期目標（平成25年度～）とも連動させた上で、平成23年度から関
係機関と十分協議し、平成24年度中に一定の結論を得る。
（経済産業省）
④農林水産省が基金協会の保証料率の見直し等の検討を行うに
当たり、経済産業省からは、中小企業ＣＲＤの制度設計に関する
情報提供等を行う。

△

○基金協会の保証料率の見直しが行われ
るまで、引き続き検討の行方をフォローする
必要がある。

△

農林水産業信用保証保
険制度と中小企業信用保
険制度の連携強化による
資金供給の円滑化

⑱

できるだけ早
期に措置

⑫

TAC魚種拡大については、平成24年２月27日の第55回水産政策
審議会資源管理分科会で資料を提出し、ご議論をいただき、現時
点での拡大の必要性はないとの結論を得ている。
また、民主党マニフェストに沿って平成23年度から開始された資
源管理・漁業所得補償対策の下で、漁業者が自主的に取り組む
資源管理措置の一つとして、ＩＱ（個別漁獲枠）方式の活用が進め
られているところである。
衛星船位測定送信機（ＶＭＳ）の設置については、平成24年３月
13日の水産政策審議会資源管理分科会において平成24年「指定
漁業の許可等の一斉更新」についての処理方針を示し、必要な
漁船に、ＶＭＳの設置及びその常時作動を許可の制限又は条件
として付したところ。
指定漁業と沿岸漁業との調整については、担当者を現地に派遣
し関係者の意見を聞くとともに、関係者間の調整会議を開催する
など積極的に実施している。
また、平成24年３月23日に閣議決定された新たな水産基本計画
においても、ＴＡＣ魚種拡大、ＩＱ方式の活用、ＶＭＳ設置の義務付
け及び指定漁業と沿岸漁業の調整に係る仲介・あっせん等につ
いて、今後の施策の基本的な方向性を明記している。

○本件について農林水産省は「○」を主張し
ている。
○新たな水産基本計画に明記された今後
の施策について、引き続き、動向をフォロー
する必要がある。

農林水産
省

資源管理制度の見直し ＴＡＣ（総漁獲可能量）設定魚種の拡大及びＩＱ（個別漁
獲枠）方式の活用を検討するとともに、指定漁業に係
るＶＭＳ（漁船モニターシステム）の設置の義務付けの
検討や、指定漁業と沿岸漁業の調整に係る仲介、
あっせん等への積極的な対処を行うこと等を通じて、
資源管理制度の機能を強化する。

36 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評価 問題意識 指摘事項

①

国際航空協定に関する独
占禁止法適用除外制度
の見直し

国土交通省は、諸外国の国際航空に関する独占禁止
法適用除外制度に係る状況等を分析・検証し、我が国
の同制度の在り方について、公正取引委員会と協議
しつつ、引き続き検討を行う。

平成24年度
検討

国土交通
省

諸外国の国際航空に関する独占禁止法適用除外制度に係る状
況について分析を進めるとともに、認可を行った提携深化協定の
実施状況等について、今後、事業者からの報告等も踏まえつつ、
その効果・影響等の検証を行う。

△

○引き続き検討の行方をフォローする必要
がある。

４．アジア経済戦略、金融等分野

○ 物流・運輸分野

37 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。




